
■ 各会計別決算額
（単位：円）

歳入決算額 歳出決算額 歳入歳出差引額
繰越明許費等の翌
年 度 へ 繰 り 越
す べ き 財 源

実質収支額 基金繰入額 翌年度繰越額

Ａ Ｂ Ｃ　( = Ａ - Ｂ ) Ｄ Ｅ　( = Ｃ - Ｄ ) Ｆ Ｇ　( = Ｅ - Ｆ )

33,617,812,693 31,670,434,747 1,947,377,946 489,450,016 1,457,927,930 729,000,000 728,927,930

70,470,894 30,178,610 40,292,284 0 40,292,284 0 40,292,284

40,712,122 40,712,122 0 0 0 0 0

5,119,602,389 5,065,011,536 54,590,853 0 54,590,853 0 54,590,853

61,711,209 59,451,668 2,259,541 0 2,259,541 0 2,259,541

877,643,234 874,604,598 3,038,636 0 3,038,636 0 3,038,636

4,816,601,332 4,648,991,769 167,609,563 0 167,609,563 0 167,609,563

10,030,514 6,175,951 3,854,563 0 3,854,563 0 -

76,788,506 67,041,884 9,746,622 0 9,746,622 0 -

516,210,000 514,710,000 1,500,000 0 1,500,000 0 1,500,000

237,789,625 233,277,487 4,512,138 21,000 4,491,138 0 4,491,138

173,956,404,353 173,929,782,389 26,621,964 10,000,000 16,621,964 0 16,621,964

185,783,964,178 185,469,938,014 314,026,164 10,021,000 304,005,164 0 290,403,979

219,401,776,871 217,140,372,761 2,261,404,110 499,471,016 1,761,933,094 729,000,000 1,019,331,909

繰越明許費等の翌
年度へ繰越すべき財
源であり、総額
4,149,212,176円の繰
越明許費等に対する
一般財源分である。

「地方自治法第233
条の2」及び「みどり
市財政調整基金条
例第2条」の規定に
基づき、予算を通さ
ず直接基金に積立て
るもの。

Ｄの「翌年度へ繰越
すべき財源」は含ま
れていない。

収益的収入　決算額 収益的支出　決算額
収益的支出

翌年度繰越額
資本的収入　決算額 資本的支出　決算額

資本的支出
翌年度繰越額

137,150,469 118,779,581 0 60,500,000 86,621,386 0

784,937,661 677,362,038 0 1,182,001,400 1,437,160,872 170,000,000

922,088,130 796,141,619 0 1,242,501,400 1,523,782,258 170,000,000

■ 財政指標数値

R5 R6 R7

0.611 0.614 0.601

3.1 3.0 4.1

9.9 8.5 10.0

4.7 5.0 5.2

5.6 5.7 11.0

99.4 99.3 92.1

令和７年度一般会計等決算概要及び健全化判断比率等について

一 般 会 計

太 陽 光 発 電 事 業

鉄 道 経 営 対 策 事 業

国 民 健 康 保 険 （ 事 業 勘 定 ）

国 民 健 康 保 険 （ 診 療 所 勘 定 ）

後 期 高 齢 者 医 療

介 護 保 険 （ 保 険 事 業 勘 定 ）

戸 別 浄 化 槽 事 業

農 業 集 落 排 水 事 業

企 業 用 地 整 備 事 業

富 弘 美 術 館 事 業

競 艇 事 業

計

合　　　　　　　　 　　計

備　　　　　　　　 　　考

区　　　　　　　分

簡 易 水 道 事 業

公 共 下 水 道 事 業

計

区　　分 備　　考

財 政 力 指 数 前年度より　　０．０１３ポイント低下

公 債 費 比 率 前年度より　　１．１ポイント上昇

公 債 費 負 担 比 率 前年度より　　１．５ポイント上昇

実 質 公 債 費 比 率 前年度より　　０．２ポイント上昇

実 質 収 支 比 率 前年度より　　５．３ポイント上昇

経 常 収 支 比 率 前年度より　　７．２ポイント低下

区　　分 説　　　　　　　　　明

財 政 力 指 数 「１」に近いほど留保財源が大きい。１を超えると普通交付税の不交付団体になる。

公 債 費 比 率 公債費の一般財源に占める割合。

公 債 費 負 担 比 率 公債費に充当された一般財源の一般財源総額に対する割合。

実 質 公 債 費 比 率
標準財政規模（市税や普通交付税などの収入）に対する公債費や公営企業債に対する繰出金などの公債費に準ずる
ものを含めた実質的な公債費相当額の占める割合。

実 質 収 支 比 率 標準財政規模に対する実質収支額の割合。

経 常 収 支 比 率
市税や普通交付税などの経常一般財源が、人件費・物件費・扶助費などの経常経費にどの程度充当されているかの
割合。

区　　分

企
業
会
計

特
別
会
計



■ 健全化判断比率
（単位：％）

※（　）内は早期健全化基準（財政健全化法で規定された自主的かつ計画的に財政の健全化を図るべき基準）
※実質赤字比率、連結実質赤字比率、将来負担比率は、算定値が０未満のため「－」と表示

■ 資金不足比率

※資金不足比率は、資金不足額がないため「－」と表示

■ 基金残高

（１）一般会計 （単位：円）

自治法233条の2 積立額(左記除く) 計

8,031,978,195 1,142,678,000 357,000,000 56,344,565 413,344,565 △ 729,333,435 7,302,644,760

887,404,325 167,962,000 0 188,992,670 188,992,670 21,030,670 908,434,995

344,206,137 0 0 158,827,738 158,827,738 158,827,738 503,033,875

2,116,500,000 0 0 7,756,253 7,756,253 7,756,253 2,124,256,253

672,311,346 0 0 10,182,485 10,182,485 10,182,485 682,493,831

57,397,307 2,414,000 0 204,459 204,459 △ 2,209,541 55,187,766

225,282,570 191,490,000 0 171,743,994 171,743,994 △ 19,746,006 205,536,564

0 0 0 0 0 0 0

326,630,525 126,691,902 0 1,163,512 1,163,512 △ 125,528,390 201,102,135

1,862,613,000 1,862,613,000 0 1,848,611,331 1,848,611,331 △ 14,001,669 1,848,611,331

68,205,322 36,703,651 0 48,875,959 48,875,959 12,172,308 80,377,630

土　　地 0 0 0 0 0 0 -

現　　金 550,000,000 550,000,000 0 0 0 △ 550,000,000 -

15,142,528,727 4,080,552,553 357,000,000 2,492,702,966 2,849,702,966 △ 1,230,849,587 13,911,679,140

（２）特別会計 （単位：円）

自治法233条の2 積立額(左記除く) 計

152,112,300 7,436,000 0 23,107,928 23,107,928 15,671,928 167,784,228

229,644,818 30,000,000 0 10,712,122 10,712,122 △ 19,287,878 210,356,940

681,552,447 41,729,000 0 2,427,804 2,427,804 △ 39,301,196 642,251,251

111,621,101 20,670,000 0 356,319 356,319 △ 20,313,681 91,307,420

593,785,372 136,978,000 0 2,115,163 2,115,163 △ 134,862,837 458,922,535

53,149,771 740,374 0 189,328 189,328 △ 551,046 52,598,725

 1,109,079,353 0 0 21,796,726 21,796,726 21,796,726 1,130,876,079

2,930,945,162 237,553,374 0 60,705,390 60,705,390 △ 176,847,984 2,754,097,178

（３）企業会計 （単位：円）

公企法32条 積立額(左記除く) 計

20,699,804 0 0 74,519 74,519 74,519 20,774,323

20,699,804 0 0 74,519 74,519 74,519 20,774,323

18,094,173,693 4,318,105,927 357,000,000 2,553,482,875 2,910,482,875 △ 1,407,623,052 16,686,550,641

実質赤字比率 連結実質赤字比率 実質公債費比率 将来負担比率 備　　考

                                             -                                          -                                         5.2                                           - 

(12.93) (17.93) (25.0) (350.0)

区　　分 説　　　　　　　　　明

実 質 赤 字 比 率
一般会計等を対象とした実質赤字額の標準財政規模に対する比率。数値が大きいほど財政運営が深刻化しているこ
とを表す。

連 結 実 質 赤 字 比 率
全会計を対象とした実質赤字額の不足額の標準財政規模に対する比率。数値が大きいほど財政運営が深刻化してい
ることを表す。

実 質 公 債 費 比 率
一般会計等が負担する実質的な公債費（特別会計への繰出含む）の標準財政規模を基本とした額（標準財政規模か
ら元利償還金等にかかる基準財政需要額を控除した額）に対する比率。数値が大きいほど返済の資金繰りが厳しいこ
とを表す。

将 来 負 担 比 率
特別会計等も含めて一般会計等が借入金や退職金など将来負担すべき実質的な負債総額の標準財政規模を基本と
した額（標準財政規模から元利償還金等にかかる基準財政需要額を控除した額）に対する比率。数値が大きいほど今
後の財政を圧迫する可能性が高いことを表す。

公営企業会計の名称 資金不足比率 事業の規模

太 陽 光 発 電 事 業 特 別 会 計                                                                                          - 27,022千円 

戸 別 浄 化 槽 事 業 特 別 会 計                                                                                          - 1,019千円 

農 業 集 落 排 水 事 業 特 別 会 計                                                                                          - 4,904千円 

企 業 用 地 整 備 事 業 特 別 会 計                                                                                          - 1,500千円 

簡 易 水 道 事 業 会 計                                                                                          - 16,421千円 

公 共 下 水 道 事 業 会 計                                                                                          - 225,091千円 

区　　分 説　　　　　　　　　明

資 金 不 足 比 率
公営企業会計の経営健全化を判断する指標で、料金収入等で示される事業規模に対する資金不足額の比率。数値が
大きいほど財政運営が深刻化していることを表す。

積立額(利子含む)

財 政 調 整 基 金

減 債 基 金

公 共 施 設 等 整 備 基 金

地 域 振 興 基 金

ふ る さ と づ く り 基 金

小 中 地 区 む ら お こ し 基 金

ふ る さ と 思 い や り 基 金

ま ち ・ ひ と ・ し ご と 創 生 基 金

地 域 福 祉 基 金

こ ど も 未 来 基 金

森 林 環 境 譲 与 税 基 金

計

積立額(利子含む)

新 エ ネ ル ギ ー 基 金

鉄 道 経 営 対 策 事 業 基 金

国 民 健 康 保 険 基 金

国 民 健 康 保 険 診 療 所 基 金

介 護 保 険 給 付 準 備 基 金

富 弘 美 術 館 基 金

ボ ー ト レ ー ス 事 業 基 金

計

積立額(利子含む)

簡 易 水 道 基 金

計

合計

基金の名称 R6年度末残高 取崩額 R7年度中増減 R7年度末残高

土 地 開 発 基 金

基金の名称 R6年度末残高 取崩額 R7年度中増減 R7年度末残高

基金の名称 R6年度末残高 取崩額 R7年度中増減 R7年度末残高



■ 市債残高

元金 利子 計

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ
Ｆ

(=Ａ+Ｂ-Ｃ)

（単位＝円）

償還額（=公債費・償還金）

Ｇ
(Ｆ－Ａ)

区 分

令和6年度末
現 在 高

発行額
令和7年度末

現 在 高
増減額

一 般 会 計 23,295,728,453 5,014,100,000 1,789,657,369 135,246,611 1,924,903,980 26,520,171,084 3,224,442,631

戸 別 浄 化 槽 事 業 23,208,417 4,400,000 1,230,530 408,885 1,639,415 26,377,887 3,169,470

農業集落排水事業 129,892,007 20,400,000 31,069,512 2,225,085 33,294,597 119,222,495 △ 10,669,512

富 弘 美 術 館 事 業 135,015,431 116,300,000 5,442,020 875,647 6,317,667 245,873,411 110,857,980

小 計 288,115,855 141,100,000 37,742,062 3,509,617 41,251,679 391,473,793 103,357,938

企
業
会
計

簡 易 水 道 事 業 239,633,668 60,500,000 26,001,767 2,588,690 28,590,457 274,131,901 34,498,233

公 共 下 水 道 事 業 5,505,454,982 692,600,000 351,608,966 77,715,711 429,324,677 5,846,446,016 340,991,034

小 計 5,745,088,650 753,100,000 377,610,733 80,304,401 457,915,134 6,120,577,917 375,489,267

合 計 29,328,932,958 5,908,300,000 2,205,010,164 219,060,629 2,424,070,793 33,032,222,794 3,703,289,836

特
別
会
計


